
 

令 和 ８ 年 ７ 月 

東京二十三区清掃一部事務組合 

 

東京二十三区清掃一部事務組合 財政推計について 
 

１ 歳出フレーム（物価高騰等の影響反映前） 

（１）職員費 

 ① 職員数 

将来の増減を現時点で見込むことができないことから、令和８年度予算と同額。 

② 退職手当 

各年度の定年退職予定者数及び過去の執行実績を基に算出。令和 14 年度までは隔年、それ

以降は毎年度定年退職者が発生することを想定。 

  

⇒ 今後、経営改革による組織体制の見直しが決定次第、反映 

 

（２）工場等運営費 

 ① 全般的事項 

一般廃棄物処理基本計画（第６次）原案（以下、「一廃計画」という。）におけるごみ量推

計及び施設整備計画に基づく稼働工場の増減による影響や経年劣化への対応を踏まえ算出。 

 ② 焼却灰の資源化 

資源化量を 112,000t で横引きとし、令和 11 年度まではセメント工場における受入可能量

の減少に伴い処理単価の高い徐冷スラグの資源化量が増加するため、経費も増額。 

 

⇒ 今後、２３区のごみ減量施策の効果・所要額が見込まれた段階で、反映 

 

（３）施設整備費 

一廃計画における施設整備計画に基づき、必要な経費を算出。 

①  渋谷清掃工場の用地取得については「渋谷清掃工場北側用地（マンション渋谷並木橋）

の取得に関する基本方針」に基づき経費を算出。 

 

②  江戸川、北清掃工場の建替工事、新江東清掃工場の延命化工事、中防不燃・粗大ごみ処

理施設の整備工事については契約額を基に年度別の事業費を算出。 

世田谷清掃工場建替工事については債務負担行為限度額を基に年度別の事業費を算出。 

 以下の債務負担行為限度額の設定をしている経費についても反映済。 

 事項 内容 

令和７年度第３号補正 

江戸川清掃工場の建設 物価スライド 

北清掃工場の建設 工期延長 

中防・不燃粗大処理施設の整備 物価スライド 

令和８年度当初予算 北清掃工場の建設 物価スライド 

③  墨田清掃工場のリニューアル工事については設計業務委託の入札公告に記載している参
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考額と同額で算出。 

 

④  世田谷清掃工場の建設において、煙突外筒の再利用や床面積削減など従来の仕様内容か

ら見直しを行い、債務負担行為限度額を 792 億円（1.32 億円／t）から 699 億円（1.165 億

円／t）まで削減。 

 下表の清掃工場の建設については、経費削減後の世田谷清掃工場の債務負担行為限度額

に基づく建設トン単価（1.165 億円／t）をベースとし、世田谷清掃工場の建設とは異なる

煙突の解体・建設工事、浸水対策、基礎杭の設置費用を別途算出。 

 
板橋 多摩川 足立 品川 葛飾 

(工場名 

 未定) 

施設規模（t/日） 900 600 900 900 900 1,200 

建設費（億円） 1,078 724 1,072 1,068 1,108 1,324 

 

⑤  渋谷、豊島、中央清掃工場の延命化については、工事施工箇所を決定するための調査結

果に基づき必要経費を個別に算出。 

有明、大田、千歳、杉並清掃工場の延命化については、これまでの工事実績等を基に算

出。 
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（４）公債費 

 令和７年８月７日経済財政諮問会議資料の「中長期の経済財政に関する試算（内閣府）」にお

ける名目長期金利の対前年度伸び率と同等の伸び率を想定して組合債の借入利率を設定（先行

不透明な社会情勢等を踏まえ、一廃計画とともに改定される令和１２年度以降の数値を参考値

とし、据え置く）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※令和８年３月現在の借入利率（3年据置 20 年償還）は 2.5% 

 

（５）その他 

 議会費、総務費、諸支出金、予備費の合計額。 

①  議会費及び総務費 

過去の決算額を踏まえ計上した令和８年度予算額を基本とし、システム更新などの年

度間の変動要因を反映して算出。 

 

②  諸支出金 

(ア) 財政調整基金積立金 

後年度に必要な繰入金に備え、年度当初において歳入超過分を積立。 

なお、前年度の収支差額見込みについては、毎年度、最終補正予算において積立てる

ことを想定しているため、年度当初見込みである財政推計フレームにおける積立金には

未計上。 

（イ）施設整備基金積立金 

 財政推計期間中に工事開始となる施設整備費の一般財源所要額の総額の２分の１を R9

～R21 の 13 年間で均等に積立てることで平準化。 
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２ 歳入フレーム（物価高騰等の影響反映前） 

 ≪特定財源≫ 

 （１）使用料及び手数料 

廃棄物処理手数料は、一廃計画のごみ量推計を基に作成した持込ごみ量予測及び単価に基づ

き算出。なお、令和９年１０月予定の廃棄物処理手数料の改定を反映。 

⇒ 今後、２３区のごみ減量施策や廃棄物処理手数料の改定が実施された段階で、反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）国庫支出金 

 循環型社会形成推進交付金は、施設整備費に基づく交付金対象経費に対して所定の交付率を

乗じて算出。なお、令和 13 年度以降に新たに着工する建替工事にかかる交付金については、環

境省通知（令和 6年 3月 29 日及び令和 6年 9月 5 日）に基づき、１日当たり処理量や稼働率な

どを踏まえた施設規模算定式により算出した整備規模 2,400t と実際の施設規模 4,500t との比

較により交付対象事業費の上限額が設定（2,400t／4,500t × 交付対象事業費）されるため、

従来の建替工事に対する交付金の割合と比較して大幅減となる。 

 

⇒ 清掃一組が、環境省通知の例外とならないかについて、国の見解待ち 

 

 令和１２年度までに着工 単位：億円  

工場 目黒 江戸川 北 墨田 世田谷 

建設費 546 644 713 490 699 

交付金割合 25.3% 25.3% 26.3% 26.8% 23.4% 

 

令和１３年度以降に着工                          単位：億円                              

工場 板橋 多摩川 足立 品川 (工場名未定) 

建設費 1,078 724 1,072 1,068 1,324 

交付金割合 13.2% 13.3% 13.2% 13.2% 12.1% 
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（３）施設整備基金繰入金 

 各年度の施設整備費における一般財源所要額の２分の１を繰り入れ。 

  なお、上記を除く補正予算編成の財源として施設整備基金残高 30 億円を維持するよう調整。 

 

（４）組合債 

 解体工事に対しては起債しないことを前提とし、財政推計期間中（R8～R22）の公債費負担比

率を２０％以内とするよう発行抑制。 

 

（５）諸収入等 

 財産収入、寄付金、繰越金、諸収入の合計。 

 電力エネルギー売払収入については、令和８年度予算の売電単価と一廃計画におけるごみ量

推計及び施設整備計画等に基づき売電量を算出。また、FIT 制度（固定価格買取制度）の期間

終了に伴う減収の影響などを反映。 

⇒ 今後、２３区のごみ減量施策の効果が見込まれた段階で、反映 

≪一般財源≫ 

（６）特別区分担金 

公債費負担比率 20％を目安に推移するように設定し、一廃計画の改定サイクル（概ね５年ご

との３段階）に引き上げる。 

 R9 ～ R11 700 億円、R12 ～ R16 840 億円、R17 ～ R22 970 億円 

 

（７）財政調整基金繰入金 

 補正予算編成の財源として財政調整基金残高 70 億円を維持するよう調整。 

歳入超過や収支差額により基金残高が 70 億円を上回る場合は、繰り入れることにより、組合

債を発行抑制。 

  

99
101 101 102 102

104 105

108 108
106 105 105

102 101
103

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22

電力エネルギー売払収入の推移（億円）

大田 FIT終了 練馬 FIT終了

杉並 FIT終了
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３ 物価高騰・労務単価上昇の反映 

歳入歳出フレームに対して、以下のとおり物価高騰・労務単価上昇の影響を反映。 

  

・令和７年８月７日経済財政諮問会議資料の「中長期の経済財政に関する試算（内閣府）」にお

ける「消費者物価上昇率」及び「賃金上昇率」を反映（先行不透明な社会情勢等を踏まえ、一

廃計画とともに改定される令和１２年度以降の数値を参考値とし、据え置く）。 

 

・物価上昇率：毎年度２％上昇を想定。 

（工事請負費や原材料費などの「節・細節」に対して適用） 

 

・賃金上昇率：毎年度約３％上昇を想定。 

（給料・地域手当など給与改定の影響を受けるものに適用） 
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単位：億円

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 合計

職 員 費 123 123 134 130 141 134 141 142 142 140 143 140 138 139 137 2,047 職員費

工 場 等 運 営 費 526 575 573 583 634 602 594 612 612 614 590 610 608 616 615 8,964 工場運営

施 設 整 備 費 457 633 435 379 315 461 722 547 377 495 478 694 572 531 749 7,845 施設整備

公 債 費 76 83 96 98 109 126 129 139 143 144 158 169 177 184 186 2,017 公債費

（うち組合債元金償還） (67) (70) (74) (73) (80) (96) (98) (100) (99) (99) (114) (126) (128) (132) (133) (1,489)
（元金）

（うち組合債利子償還） (8) (13) (22) (25) (29) (30) (31) (40) (45) (45) (45) (43) (49) (51) (53) (529)
（利子）

そ の 他 22 111 112 112 111 112 110 111 112 111 111 111 111 112 19 1,488 その他

（うち財政調整基金積立金） (5) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (5) （財積立）

（うち施設整備基金積立金） (0) (94) (94) (94) (94) (94) (94) (94) (94) (94) (94) (94) (94) (94) (0) (1,222) （施積立）

1,203 1,526 1,351 1,303 1,311 1,435 1,697 1,551 1,387 1,503 1,480 1,724 1,605 1,581 1,706 22,363 歳出

使 用 料 及 び 手 数 料 148 166 179 181 183 184 186 187 189 190 191 192 192 193 193 2,754 使用料

国 庫 支 出 金 111 155 96 89 56 115 133 44 19 21 39 77 85 79 76 1,195 国庫

施 設 整 備 基 金 繰 入 金 70 78 79 49 54 53 102 140 127 114 87 70 58 46 73 1,200 施繰入

組 合 債 187 315 88 137 28 93 286 185 57 57 43 264 153 146 244 2,283 組合債

（ う ち 発 行 抑 制 額 ） (▲ 12) (▲ 3) (▲ 89) (▲ 34) (▲ 117) (▲ 142) (▲ 86) (▲ 26) (▲ 43) (▲ 183) (▲ 209) (▲ 187) (▲ 214) (▲ 209) (▲ 272) (▲ 1,826) （抑制）

諸 収 入 等 110 112 113 114 114 115 116 120 120 117 116 116 113 112 114 1,722 諸収入

626 826 555 570 435 560 823 676 512 499 476 719 601 576 700 9,154 特財

特 別 区 分 担 金 560 700 700 700 840 840 840 840 840 970 970 970 970 970 970 12,680 分担金

財 政 調 整 基 金 繰 入 金 17 0 94 33 36 34 34 35 35 35 34 35 35 35 35 527 財繰入

577 700 796 733 876 875 874 875 875 1,004 1,004 1,005 1,004 1,005 1,006 13,209 一財

1,203 1,526 1,351 1,303 1,311 1,435 1,697 1,551 1,387 1,503 1,480 1,724 1,605 1,581 1,706 22,363 歳入

繰 入 金 合 計 87 78 173 82 90 87 136 175 162 149 121 105 93 81 108 1,727

※小数点未満を四捨五入しており、端数処理をしていないため、各項目の足し上げが合計額と一致しない場合がある。

※前年度の収支差額見込みについては、毎年度、最終補正予算で積立てる想定のため、当初予算の見込みである財政推計フレーム（上表）における積立金には未計上。

一 般 財 源 A-B

歳 入 総 額

財政推計（R8～R22）フレーム

歳 出 総 額 A

特 定 財 源 B

・財政調整基金については、前年度収支差額は積立て、歳入不足の場合は基金残高70億円を下限として繰入れを行う。

・施設整備基金については、財政推計期間中に工事開始となる施設整備費の一般財源所要額総額の1/2をR9～R21の13年間で均等に積立てる。

・分担金を概ね５年毎に段階的に引き上げつつ、公債費負担比率を20％以下とするよう組合債を発行抑制した場合、特別区分担金は合計1兆2,680億円必要となる。
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22 111 112 112 111 112 110 111 112 111 111 111 111 112 19
123 123 134 130 141 134 141 142 142 140 143 140 138 139 137

526
575 573 583 634 602 594 612 612 614 590 610 608 616

615

457

633
435 379 315 461

722 547
377 495 478

694 572 531 74976

83
96 98 109

126

129
139

143
144 158

169
177 184

186

1,203

1,526
1,351 1,303 1,311

1,435

1,697
1,551

1,387
1,503 1,480

1,724
1,605 1,581

1,706

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22

単位：億円歳出の推移

公債費

施設整備費

工場等運営費

職員費

その他

560
(46.6%)

700
(45.9%)

700
(51.8%)

700
(53.7%)

840
(64.1%)

840
(58.5%)

840
(49.5%)

840
(54.2%)

840
(60.6%)

970
(64.5%)

970
(65.5%)

970
(56.3%)

970
(60.4%)

970
(61.4%)

970
(56.9%)

187
315

88 137
28 93

286 185
57

57 43
264 153 146 244

87

78
173 82 90 87

136
175

162
149 121

105
93 81

108

148

166
179 181 183 184

186 187
189

190 191

192
192 193

193

110

112
113 114 114 115

116 120
120

117 116

116
113 112

114

111

155
96 89 56

115

133
44

19
21 39

77
85 79

76

1,203

1,526
1,351 1,303 1,311

1,435

1,697
1,551

1,387
1,503 1,480

1,724
1,605 1,581

1,706

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22

単位：億円歳入の推移

国庫支出金

諸収入等

使用料及び手数料

繰入金

組合債

特別区分担金
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76 83 96 98 109 126 129 139 143 144 158 169 177 184 186

13.1% 11.8% 12.0% 13.3% 12.4%
14.4% 14.7% 15.8% 16.3%

14.3%
15.7% 16.8% 17.6% 18.3% 18.5%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22

単位：億円公債費負担比率の推移

公債費 公債費負担比率 979 億円=
R42までの利子償還額合計

（R42＝R22組合債の償還完了年度）

99 131 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70

33 49
64 108 148 188 180 134 100 80 88 111 147 195 122

132
180

134
178 218

258 250
204 170 150 158 181 217

265
192

1,008
1,253 1,267 1,330 1,279 1,276

1,465 1,550 1,508 1,466 1,396
1,534 1,560 1,574 1,685

0
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組
合
債
現
在
高

基
金
現
在
高

基金・組合債現在高の推移

財政調整基金残高 施設整備基金残高 組合債残高

単位：億円
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